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議案第５５号 

 

日出町子どものための教育に関する利用者負担額を定める条例及び 

幼稚園の設置に関する条例の一部改正について 

 

日出町子どものための教育に関する利用者負担額を定める条例及び幼稚園の

設置に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

   令和 元 年 ９ 月 ３ 日 提 出 

 

                 日出町長  本  田  博  文 

 

 

 

日出町子どものための教育に関する利用者負担額を定める条例及び 

幼稚園の設置に関する条例の一部を改正する条例 

 

 （日出町子どものための教育に関する利用者負担額を定める条例の一部改正） 

第１条 日出町子どものための教育に関する利用者負担額を定める条例（平成

２７年日出町条例第８号）の一部を次のように改正する。 

題名を次のように改める。 

日出町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担額等

に関する条例 

第１条中「子どものための教育に関する利用者負担額」を「特定教育・保

育施設及び特定地域型保育事業の利用者が負担する費用及び法第８７条の規

定に基づく過料」に改める。  

第２条第１項を削り、同条第２項中「前項に定めるもののほか、」を削り、

同項を同条とする。 
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第３条第１項中「並びに第２８条第２項第１号及び第３号」を「、第２８

条第２項各号、第２９条第３項第２号及び第３０条第２項各号」に、「支給認

定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に、「それぞれ当該規定の政令で

定める額を限度として、規則で定める」を「次の各号に掲げる教育・保育給

付認定保護者の区分に応じ、当該各号に定める額とする」に改め、同項に次

の各号を加える。 

(１) 教育・保育給付認定子どものうち、次に掲げるものに係る教育・保

育給付認定保護者 零  

ア 子ども・子育て支援法施行令（平成２６年政令第２１３号。以下「令」

という。）第４条第１項第１号に規定する教育認定子ども 

イ 令第４条第１項第２号に規定する満３歳以上保育認定子ども 

(２) 令第４条第２項に規定する満３歳未満保育認定子どもに係る教育・

保育給付認定保護者 同項（令第５条第２項、第９条、第１１条第２項

及び第１２条第２項において準用する場合を含む。）、令第１３条第１項

及び第１４条に定める額を限度として規則で定める額 

第３条第２項を削る。 

第４条中「町立幼稚園に係る」を削る。  

第５条の次に次の１条を加える。  

（過料） 

第６条 次のいずれかに該当する者は、１０万円以下の過料に処する。 

(１) 正当な理由なしに、法第１３条第１項（法第３０条の３において準

用する場合及び令附則第６条第１項の規定により読み替えて適用する場

合を含む。以下この号において同じ。）の規定による報告若しくは物件の

提出若しくは提示をせず、若しくは虚偽の報告若しくは虚偽の物件の提

出若しくは提示をし、又は法第１３条第１項の規定による当該職員の質

問に対して、答弁せず、若しくは虚偽の答弁をした者 

(２) 正当な理由なしに、法第１４条第１項（法第３０条の３において準

用する場合及び令附則第６条第１項の規定により読み替えて適用する場
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合を含む。以下この号において同じ。）の規定による報告若しくは物件の

提出若しくは提示をせず、若しくは虚偽の報告若しくは虚偽の物件の提

出若しくは提示をし、又は法第１４条第１項の規定による当該職員の質

問に対して、答弁せず、若しくは虚偽の答弁をし、若しくは同項の規定

による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者 

(３) 法第２３条第２項若しくは第４項又は第２４条第２項の規定による

支給認定証の提出又は返還を求められてこれに応じない者 

附則中第４項を第５項とし、第３項を第４項とする。 

附則第２項中「、同項第１号イ及び第２号イ(１)」を「における同項」に

改め、「支給認定保護者の属する世帯の所得の状況その他の事情を勘案して」

及び「、それぞれ当該規定の政令で定める額を限度として」を削り、同項を

附則第３項とし、附則第１項の次に次の１項を加える。 

  （法附則第６条第４項の保育費用の額） 

２ 法附則第６条第４項に規定する特定保育所における保育に係る保育認定

子どもの年齢等に応じて定める額は、規則で定める。 

 （幼稚園の設置に関する条例の一部改正） 

第２条 幼稚園の設置に関する条例（昭和３９年日出町条例第１６号）の一部

を次のように改正する。 

 題名を次のように改める。 

   幼稚園の設置及び管理に関する条例 

  第３条を第６条とし、第２条の次に次の３条を加える。 

  （保育料） 

第３条 教育・保育給付認定子ども（子ども・子育て支援法（平成２４年法

律第６５号）第２０条第４項に規定する教育・保育給付認定子どもをいう。）

に該当する幼児であって幼稚園に在園しているもの（以下「幼児」という。）

に係る教育・保育給付認定保護者（同項に規定する教育・保育給付認定保

護者をいう。）は、当該幼児に係る保育料（以下「保育料」という。）を納

付しなければならない。 
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２ 保育料の額は、日出町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利

用者負担額等に関する条例（平成２７年日出町条例第８号）に定める利用

者負担額とする。 

  （預かり保育） 

第４条 幼稚園は、当該幼稚園に在園する幼児を対象に預かり保育（子ども・

子育て支援法第７条第１０項第５号に基づいて、通常の保育終了後に引き

続き実施する教育・保育をいう。以下同じ。）を実施する。 

２ 預かり保育を利用する幼児に係る保護者は、当該幼児に係る預かり保育

料（以下「預かり保育料」という。）を納付しなければならない。 

３ 預かり保育料の額は、次の各号に掲げる保護者の区分に応じ、当該各号

に定める額とする。 

(１) 子ども・子育て支援法第３０条の４第２号に掲げる小学校就学前子

どもに該当する施設等利用給付認定子ども（同法第３０条の８第１項に

規定する施設等利用給付認定子どもをいう。）である幼児に係る施設等利

用給付認定保護者（同法第３０条の５第３項に規定する施設等利用給付

認定保護者をいう。）である保護者 零 

(２) 前号に掲げる者以外の保護者 子ども・子育て支援法施行令（平成

２６年政令第２１３号）第１５条の６第２項第２号に掲げる額を超えな

い範囲内において教育委員会規則で定める額 

  （保育料の減免） 

第５条 町長は、災害その他の理由により特に必要があると認めるときは、

第３条第１項に規定する保育料及び前条第２項に規定する預かり保育料を

減額し、又は免除することができる。 

 

附  則  

（施行期日） 

１ この条例は、令和元年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 
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２ この条例による改正後の日出町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事

業の利用者負担額等に関する条例の規定は、この条例の施行の日以後に受け

た教育・保育に係る利用者負担額について適用し、同日前に受けた教育・保

育に係る利用者負担額については、なお従前の例による。 

 

   理  由 

 国が実施する幼児教育・保育の無償化に伴い、関係条例を整備したいので提

出する。 

 


